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目的

初等・中等教育レベルにおける海洋教育の普及推進

特色

・海洋学系と教育学系との協働
・初等中等教育の教育現場との協働

活動内容

・海洋教育の理念構築・体系化
・海洋教育の実践開発：カリキュラム・教材の開発
・海洋教育実践校・施設のネットワーク形成
・海洋教育に関する基礎研究

※ 2022年3月にて一部研究活動を残し、ほとんどの活動を一社3710Labが継承



• より大きく関わるのは「高等学校」であり、大学進学時の学部学科選択

• 学部学科選択の要因として

①入試条件を重視した選択

②学びの条件を重視した選択

③ロケーション等環境を重視した選択

近年は②が優先されるというデータもあるが（ⅰ）、自然科学系統（理・工・農水）では、入試条件

特に難易度を重視するというデータも（ⅱ）。

• ②として海洋分野を選択してもらうためは、海洋に関する学問分野・職業に触れて

もらうことが必要

→ 高校段階へのアクションではすでに遅い？

→初等教育段階からのボトムアップが必要では？

海洋の人材育成・確保と初等中等教育

(ⅰ)スタディプラス,2022,大学選びに関するアンケート調査
(ⅱ)ベネッセ教育総研, 2007, 学生満足度と大学教育の問題点



海洋基本法 第28条第1項「海洋に関する国民の理解の増進等」

「学校教育及び社会教育における海洋に関する教育の推進……略……のために必要な措置を講ずるものとする。」

初等中等教育における海洋教育の現状

・学習指導要領にて「海洋」が十分に扱われているとは言い難い

水産業、海運、港湾、国土などに限定される、地球における海洋の役割についても学ばない

「地球温暖化」は前回の改訂時に中学校にてようやく記載

・沿岸部など一部の学校での実施に留まり、海洋教育が推進されているとは言い難い

海洋教育推進の活動の前提課題

必要な措置は講じられているのだろうか？

初等中等教育段階での海洋教育の充実が必要ではないか？



• 学力・発達の問題

海洋に関する学びがなぜ必要なのか、社会的・教育的根拠

• 学習内容の問題

海洋に関する何をどの程度教えるべきなのか（授業時数との関係も）

• 学習教材の問題

教えようと思っても適当な教材がない（難易度、指導要領との関係）

• 支援体制の問題

前例がなくどのように実践を進めてよいかわからない

実践作りの支援をお願いしたいが、適当な機関がどこにあるのか

➢ 東京大学海洋教育センターではこれらの問題に応えようと活動をしてきた
（2010〜）

海洋教育推進にかかわる問題



活動内容

・海洋教育の基礎をつくるー理念構築・体系化

➢ 海に関する教育から、「海洋と人類の共生」のための教育へ

➢ ナショナルミニマムとしての「海洋知（≒海洋リテラシー）」の構想

海洋教育推進の活動について（１）



海洋教育推進の活動について（２）

活動内容

・海洋教育の実践をつくるーカリキュラム・教材の開発

➢ 教科等横断的な実践、探究的な学びとしての海洋教育：理科と社会、総合などの組み合わせ

➢ 地域版の海洋教育のガイドブック制作（岩手県洋野町、宮城県気仙沼市、鹿児島県与論町など）

➢ 海洋教育のメディアセンター構築中：カリキュラム、教材、情報の発信



『与論町海洋教育副読本』2022



『海洋リテラシーfor 気仙沼』2022



海洋教育推進の活動について（３）

活動内容

・実践をむすぶーネットワーク形成

➢ 全国海洋教育サミットの開催

海洋教育に関わる教育者、研究者、支援者等が一堂に会する場

海洋教育に関する最新情報の発信、実践者同士の交流

第9回大会：2022年2月開催：およそ600名参加

➢ 海洋教育こどもサミット

児童・生徒が主体となり海洋に関する学びの発表・交流を行う

知識伝達型から学習・活動型へ

➢ 海洋教育研究会

「海洋教育パイオニアスクールプログラム」（日本財団・笹川平和財団・東京大学）

の一環として実施

教育者たちによる研究交流会



状況まとめ

• 近年、教育現場における海洋への関心が高まっている（SDGs、海洋問題等）

• しかし、現行の学習指導要領では記載がない

学校現場では授業作りが手探りな状態であり、現象についての正しい理解を育めずにいる

• 次期の学習指導要領改訂での充実が必要だが、喫緊の問題もあるため先行して適切な教材・資料を

作成する必要があるだろう

いくつかの機関・団体により行われているが、政策レベルで行われなければ、学校現場には広まらない

指導要領に関わらず、社会全体の海洋に関する理解向上は課題である

• あわせて現状で海洋教育が十分なのかどうかの検討が必要だろう

初等中等教育における海洋教育の今後について

初等中等教育での海洋教育の充実は、社会全体の海洋の理解・関心の向上へ

ボトムアップが海洋人材の育成・確保につながるのではないか


